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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の創出において、様々なステークホルダーとの適切な協働に努めるべきであると認識してお
ります。当社の経営理念である、「質の高い人材の流動化を通して、企業の活性化と日本経済の発展に寄与する」ために、中途採用・新卒採用に
おける人材の流動化に焦点を当て、求職者・求人企業の転職・就職、採用に関する課題解決を取り組むべきテーマとして、これをもって社会に貢
献するべく努めております。

　また、当社のコーポレートコンセプトである「いい仕事・いい人生」とは、当社の企業理念を実現するための行動規範であります。当社従業員だけ
でなく、様々なステークホルダーに対して「いい仕事」を提供することが、それぞれの「いい人生」につながると考え、それこそがステークホルダーへ
の価値創造及び当社の中長期的な価値向上につながると考えております。その上で、経営の効率性、透明性の向上を図り、企業価値を最大化す
ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

2021年６月の改定後のコードに基づき、記載しています。

【補充原則4－1－3．取締役会の役割・責務(1)】

　当社は現在、最高経営責任者（CEO）等の後継者計画の策定および当該計画に対する取締役会での監督は行っておりませんが、取締役など将
来の後継者候補となり得る人材に対して、経営会議をはじめとする重要会議への出席などの機会を通じ、将来の経営陣幹部の育成に努めており
ます。また、当社は2019年１月に任意の諮問委員会として、独立社外取締役を議長とし、社内取締役１名と社外取締役２名を構成員とする指名・
報酬委員会を設置しており、役員等の指名については、客観性及び透明性を確保するため、指名・報酬委員会においてその妥当性について評価
、検討を行ったうえで、取締役会において審議のうえ決定することとしております。今後は、後継者計画の策定および当該計画を監督する体制に
ついて検討して参ります。

【原則4－11　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　現在、当社においては女性もしくは外国人の取締役は選任しておりませんが、今後、取締役への女性の登用等を考慮しつつ、多様性と適正規模
を両立させる形での選任を検討いたします。また、現在当社においては管理職における女性比率は約40％を占めており、多様性の確保に努めて
おります。当社取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため、当社の事業規模・内容等を踏まえ、各事業部門・管理部門それぞれの業務に
精通した取締役６名と、常勤監査等委員１名、社外監査等委員と社外取締役４名を含む11名で構成されております。

　また、当社取締役会は、取締役会全体として果たすべき役割・責務の実効性について、社外取締役を含めて意見交換し、適切に評価・分析を行
い、その機能の向上を図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1－4．いわゆる政策保有株式】

　当社は、原則として、政策保有目的の株式の取得を行わない方針でありますが、業務提携その他経営上の合理的な目的に基づいて上場株式を
保有する場合には、保有に伴う便益、リスク等を総合的に勘案し、保有の適否を検証し保有合理性のない株式については、株価や市場動向等を
考慮して売却いたします。政策保有株式に係る議決権の行使については、議案の内容を検討し、投資先企業の経営方針や事業計画等を把握し
た上で、中長期的な企業価値の向上に資するか否かの視点に立って判断いたします。

【原則1－7．関連当事者間の取引】

　当社は、関連当事者との取引は原則行わないことを基本方針としております。また、取引を行う場合もその取引の状況については、経理課が取
引の内容、金額等を把握するほか、監査等委員会が確認する体制となっております。

【補充原則2－4－1．多様性の確保に向けた人材育成方針と社内環境整備方針】

　当社では「ダイバーシティ」推進の一環として、女性のさらなる活躍を最重要テーマと位置づけています。女性の活躍推進に向けて、仕事と育児
の両立を目指した職場環境の整備や、産前産後休暇・育児休暇制度を取得しやすい環境づくりに積極的に取り組んでおります。育児短時間勤務
制度の適用を、小学校６年生の年度末まで拡充するとともに、男性社員の利用についても促進しており、実際に多くの社員が、産前産後休暇・育
児休暇・育児短時間勤務等の制度を利用しております。上記の取組みが評価され、2018年には、「女性活躍推進法」に基づく認定企業に与えられ
る「えるぼし」マークの３段階目(取得当時最高位)を取得いたしました。

＜女性の活躍推進例＞

・男女比　50:50　(2021年９月時点)

・女性管理職比率　40％　(2021年９月時点)

・産前・産後休暇復職率　100％

・がんばるお母さん・お父さんのための時間短縮勤務制度

　（15分単位で勤務時間の選択が可能、適用は小学校６年生の年度末まで）

・テレワーク

・介護休業制度



　当社では、優秀な人材については、性別、国籍等の属性に関わらず、積極的に採用し、全社員に対して平等な評価及び昇進・昇格の機会を設
けているため、現在は具体的な目標数値は掲げておりませんが、今後もこの水準を維持しつつ、引き続き女性の活躍を推進するとともに、さらなる
多様性の確保に向けて人材育成方針と社内環境整備方針の整備を進め、開示に向けて準備を進めて参ります。

【原則2－6．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　現在、当社では、コーポレートガバナンス・コードが想定している基金型・規約型の確定給付年金及び厚生年金基金を制度として導入していない
ため、アセットオーナーには該当しておりません。

【原則3－1．情報開示の充実】

（１）当社は、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の創出において、様々なステークホルダーとの適切な協働に努めるべきであると認識して

　　 おります。当社の経営理念である、「質の高い人材の流動化を通して、企業の活性化と日本経済の発展に寄与する」ために、中途採用・新卒

　　 採用における人材の流動化に焦点を当て、求職者・求人企業の転職・就職、採用に関する課題解決を取り組むべきテーマとして、これをもっ

　　 て社会に貢献するべく努めております。また、当社のコーポレートコンセプトである「いい仕事・いい人生」とは、当社の企業理念を実現するた

　　 めの行動規範であります。当社従業員だけでなく、様々なステークホルダーに対して「いい仕事」を提供することが、それぞれの「いい人生」に

　　 つながると考え、それこそがステークホルダーへの価値創造及び当社の中長期的な価値向上につながると考えております。

　　

　　 経営理念や経営戦略等を当社ウェブサイト、決算説明会資料にて開示しております。

　　 TOPメッセージ：https://cdc.type.jp/ir/message/

　　 決算説明会資料：https://cdc.type.jp/ir/presentation/

　　 中期経営計画：https://cdc.type.jp/uploads/ir/irnews/common/20211110_1.pdf

（２）コーポレートガバナンスの基本方針を当社ウェブサイト、コーポレートガバナンス報告書及び有価証券報告書に記載しております。

　　 コーポレートガバナンス：https://cdc.type.jp/company/governance/

（３）取締役（監査等委員を含む）の報酬等については、株主総会の決議による取締役及び監査等委員である取締役それぞれの報酬総額の限度

　　 内で、会社の業績や経営内容、経済情勢等を考慮し、その上位者による評価のもと決定しております。また、当社は2019年１月に任意の諮問

　　 委員会として、独立社外取締役を議長とし、社内取締役１名と社外取締役２名を構成員とする指名・報酬委員会を設置しており、役員等の報

　　 酬については、客観性及び透明性を確保するため、指名・報酬委員会においてその妥当性について評価、検討を行ったうえで、取締役会にお

　　 いて審議のうえ決定することとしております。

（４）当社の取締役候補の選解任については、当社の持続可能な成長と企業価値向上に資する人物であり、且つ人格に優れ、高い識見を備えた

　　 候補者かを基準に選定し、候補者との対話の機会を持った上で、取締役会にて決定しております。また、監査等委員候補の選解任について

　　 は、当社の健全な経営と社会的信用の維持向上に資する人物で、中立的・客観的に監査を行うことができ、且つ人格に優れ、高い識見を備

　　 えた候補者であるかを基準に選定し、監査等委員会で検討・同意した上で、最終的に取締役会にて決定しております。なお、監査等委員を含

　　 むすべての社外取締役の独立性判断基準については、一般株主と利益相反の生じる恐れがないことを基本的な考えとして選任し、その考え

　　 方について有価証券報告書に記載しております。

　　 また、当社は2019年１月に任意の諮問委員会として、独立社外取締役を議長とし、社内取締役１名と社外取締役２名を構成員とする指名・報

　　 酬委員会を設置しており、役員等の指名については、客観性及び透明性を確保するため、指名・報酬委員会においてその妥当性について評

　　 価、検討を行ったうえで、取締役会において審議のうえ決定することとしております。

（５）すべての取締役候補者の選解任理由について、株主総会招集通知に記載しております。また、候補者全員の経歴についても、株主総会招集

　　 通知の参考資料として付しております。

【補充原則3－1－3．サステナビリティについての取組み】

　当社は、経営課題のみならず、さまざまな環境にも配慮し、サステナビリティを踏まえた中期経営計画を策定、開示しております。また、持続的な
成長のためのサステナビリティ等への取組指針の情報開示について、指針策定の進捗状況を鑑みて検討して参ります。当社は、業界の特性から
気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響についての分析を行うための十分なデータの収集が困難でありま
すが、現状把握と共にTCFDのフレームワークに沿ったシナリオ分析を踏まえ、リスクや機会を特定し、TCFDまたはそれと同等の枠組みに基づく
開示ができるよう検討を進めて参ります。なお、事業活動から生じる環境に関する情報は、現在必要なデータの収集などを進めております。

【補充原則4－1－1．経営陣に対する委任の範囲の決定、概要の開示】

　当社取締役会は、毎月１回の定例取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項の決定及び各取締役の業務執行状況の
監督を行います。また、取締役会において中期経営計画及び年度予算を策定し、計画を達成するための取締役の職務権限と担当職務を明確にし
、職務執行の効率化を図っております。この旨を、コーポレートガバナンス報告書等において概要を開示しております。

【原則4－9．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社取締役会は、独立社外取締役を選任するための独立性について特段の定めを設けておりませんが、東京証券取引所が定める独立性基準
を踏まえ、一般株主と利益相反の生じる恐れがないことを基本的な考えとして社外取締役候補者を選任し、その考え方について、有価証券報告
書にて開示をしております。なお、当社の社外取締役４名は独立社外取締役に該当しており、独立役員の指定をしております。

【補充原則4－10－1．各委員会構成の独立性に関する考え方・権限・役割等の開示】

　当社は、取締役会１１名のうち東京証券取引所が定める独立性基準を充足した社外取締役は４名であり、取締役会の過半数には達していませ
んが、各社外取締役がそれぞれの専門性と経験を活かして意見を述べるほか、取締役会の監督機能強化と説明責任を強化するための体制確保
に努めております。なお、当社は2019年１月に任意の諮問委員会として、独立社外取締役を議長とし、社内取締役１名と社外取締役２名を構成員
とする指名・報酬委員会を設置しており、これらの重要事項に関する審議を行って参ります。

【補充原則4－11－1．取締役会全体の知識等のバランス、多様性、規模に関する考え方の策定、取締役の選任に関する方針・手続の開示】

　当社取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため、当社の事業規模・内容等を踏まえ、各事業部門・管理部門等それぞれの業務に精通
した取締役をバランスよく選任する方針としております。取締役会を構成する社外取締役４名のうち３名に関しては、他企業での経営経験を有して
おり、東京証券取引所が定める独立性基準を踏まえ、一般株主と利益相反の生じる恐れがないことを基本的な考えとして候補者を選任しておりま
す。以上の考え方につきましては、コーポレート・ガバナンス報告書及び有価証券報告書にて記載しております。

　また、当社の取締役として必要となるスキルの特定については、中長期的な企業価値の向上の観点から、当社の成長戦略の実現及びサステナ
ビリティを巡る取組みに資する知識、経験及び能力を主軸として取締役会において継続的に検討を進めるとともに、それらを一覧化したスキル・マ
トリックスの作成に取り組んでおり、今後、適宜開示するように努めて参ります。

【補充原則4－11－2．独立社外取締役の兼任状況】

　当社の社外取締役及び社外監査等委員は、他の会社の役員を兼任している者もおりますが、その役割・責務を適切に果たすために必要となる
時間・労力を、当社の取締役・監査等委員の業務に振り向けられるものと考えております。また、社内取締役及び常勤監査等委員は当社の子会
社・関係会社以外の他の上場会社の役員は兼務しておらず、社内取締役及び監査等委員の業務に専念できる体制となっております。当社の社外



取締役及び社外監査等委員の他社での兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレートガバナンス報告書に記載しておりま
す。

【補充原則4－11－3．取締役会の実効性に関する分析・評価・結果の概要の開示】

　当社では、全取締役を対象に、取締役会全体の実効性についての分析・評価をアンケート形式により年１回実施することとしており、各取締役の
自己評価等を参考にしつつ、取締役会全体の実効性について分析・評価しております。今後につきましては、より取締役会全体の実効性を高める
べく、現在のアンケート形式による分析・評価の方法を見直し、その結果の概要についての開示を進めて参ります。

【補充原則4－14－2．取締役・監査等委員に対するトレーニング方針の開示】

　当社は、取締役・監査等委員が、その役割・責務を果たすために必要なトレーニングの機会を継続的に提供することを基本方針としております。
当社取締役・監査等委員は、当社が加盟する団体等の外部セミナー等に積極的に参加することで、必要な知識、あるいは時勢に応じた新しい知
識の習得や研鑽に努めております。社内取締役に関しては、６ヶ月に１回、外部講師を招いた勉強会やトレーニングの機会を設けております。また
、当社の取締役・監査等委員に就任する際には、会社経営上の意思決定に必要な広範な知識や業務遂行に求められる知識習得のために外部セ
ミナー等に積極的に参加する機会を設けております。

【原則5－1．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、持続的成長及び中長期的な企業価値向上を実現するためには、株主・投資家との積極的かつ建設的な対話が必要不可欠であると考
えております。そのため、ＩＲ担当取締役を中心としたＩＲ体制を整備し、当社の経営戦略に対する理解を深めるための機会創出に努めております。
具体的には、半期に一度の決算説明会を開催し、経営陣から株主・投資家に事業の現況・戦略を伝えております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

多田　弘實 1,124,900 16.66

ＡＳＬＥＡＤ ＳＴＲＡＴＥＧＩＣ ＶＡＬＵＥ ＦＵＮＤ 663,400 9.82

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 507,300 7.51

ＡＳＬＥＡＤ ＧＲＯＷＴＨ ＩＭＰＡＣＴ ＦＵＮＤ 400,000 5.92

株式会社ＳＨＩＦＴ 352,700 5.22

光通信株式会社 248,300 3.67

立花証券株式会社 161,300 2.38

ＳＳＢＴＣ ＣＬＩＥＮＴ ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 153,200 2.26

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＦＩＤＥＬＩＴＹ　ＰＵＲＩＴＡＮ　ＴＲ： ＦＩＤＥＬＩＴＹ　ＳＲ　ＩＮＴＲＩＮＳＩＣ　ＯＰＰＯＲＴＵＮＩＴＩＥＳ

　ＦＵＮＤ
150,000 2.22

株式会社ダイヤモンド社 120,000 1.77

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・上記外国人株式保有比率、大株主の状況は2021年９月30日現在の状況です。

　なお、上記には当社の保有する自己株式304,368株（保有比率4.31％）は含まれません。

・2021年11月11日付でAslead Capital Pte. Ltd.より同社保有の当社普通株式1,273,100株を東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNe

　T-3）において取得しております。なお、上記自己株式取得の結果、11月11日時点で当社の保有する自己株式は1,596,768株（保有比率22.63％）

　となりました。

・2021年11月18日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、Aslead Capital Pte. Ltd.が2021年11月11日現在の保有状況は以下の通

　りである旨が記載されているものの、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

　は含めておりません。

　氏名または名称　　　　　　　所有株式数（株）　　　割合（％）

　Aslead Capital Pte. Ltd.　　　　　　　　　　　　0　　　　　　　 0

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部



決算期 9 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

和田　芳幸 公認会計士

齋藤　哲男 他の会社の出身者

菅原　隆志 公認会計士

皆見　晴彦 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者



e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

和田　芳幸 　 ○ 該当事項はありません。

和田氏は、公認会計士として監査法人での監
査に基づく豊富な経験と知識を有しており、当
社のガバナンス体制強化と適宜取締役会の意
思決定の適正性を確保するための助言を行う
ことにより、職務を適切に遂行いたしております
。また、和田氏は上記事由のいずれにも該当
せず、一般株主とも利益相反の生じるおそれが
ないことから、独立役員として適切であると判
断し、指定いたしました。

齋藤　哲男 　 ○ 該当事項はありません。

齋藤氏は、東京証券取引所勤務経験に基づい
た、上場会社運営に関する豊富な知識と経験
を有しており、当社のガバナンス体制強化と適
宜取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を行っております。

また、齋藤氏は上記事由のいずれにも該当せ
ず、一般株主とも利益相反の生じるおそれがな
いことから、独立役員として適切であると判断し
、指定いたしました。

菅原　隆志 ○ ○ 該当事項はありません。

公認会計士としての専門的見地から、当社の
ガバナンス体制強化と財務・税務上の手続きに
問題がないか等、意思決定の妥当性・適正性
を確保するために必要な発言を期待し、客観的
な監査を行うためであります。

また、菅原氏は上記事由のいずれにも該当せ
ず、一般株主とも利益相反の生じるおそれがな
いことから、独立役員として適切であると判断し
、指定いたしました。

皆見　晴彦 ○ ○ 該当事項はありません。

金融・財務に関する豊富な知識と経営者として
の豊富な経験を有しており、当社のガバナンス
体制強化と経営全般に対する助言を期待する
ためであります。

また、皆見氏は上記事由のいずれにも該当せ
ず、一般株主とも利益相反の生じるおそれがな
いことから、独立役員として適切であると判断し
、指定いたしました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由



　監査等委員会は、内部監査室との連携により監査を実施することから、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を設けておりません。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　公認会計士による監査結果の講評等については内部監査室担当者とともに立会いを行っております。当社の監査等委員会は、内部監査室及び

監査法人と必要に応じ、意見・情報交換を行っており、監査等委員会の職務遂行に必要な調査・情報収集等の事項を監査等委員会の判断で実施

しております。さらに監査の実効性を確保するため、取締役会に出席するほか、当社の代表取締役社長及び取締役との意見交換や監査において

必要な社内会議への出席等をしております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（
名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社は任意の諮問委員会として、独立社外取締役を議長とし、社内取締役１名（代表取締役社長兼会長）と社外取締役２名を構成員とする指名

・報酬委員会を設置しており、役員等の指名及び報酬については、客観性及び透明性を確保するため、指名・報酬委員会においてその妥当性に

ついて評価、検討を行ったうえで、取締役会において審議のうえ決定することとしております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　当社では、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　当社では、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制

限付株式報酬制度を設けております。譲渡制限付株式報酬制度は、2021年12月17日開催の第30回定時株主総会において、取締役に対する譲

渡制限付株式付与のために金銭報酬債権として支給する報酬総額を年額80百万円以内と決議しております。なお、譲渡制限付株式の付与対象

となる各業務執行取締役への具体的な配分については、報酬委員会の答申に基づき取締役会において決定することとしております。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

当社は、2021年12月17日開催の第30回定時株主総会の決議により監査等委員会へ移行いたしました。移行前の役員報酬については、以下の通

りです。

役員報酬（2021年９月期)

　 取締役に支払った報酬 181,520千円

　 監査役に支払った報酬 14,760千円

　 計 196,280千円

　 注（１）取締役の報酬限度額は、2006年12月22日開催の第15回定時株主総会において年額280,000千円以内（ただし、使用人分の給与は含ま

　　　　　 ない）と決議いただいております。

　　　（２）監査役の報酬限度額は、2001年６月26日開催の第９回定時株主総会において月額7,500千円以内と決議いただいております。

　　　（３）取締役及び監査役の報酬決定にあたっては、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しております。この委員会は取

　　　　　 締役及び監査役の報酬内容について審議し、取締役会に対し答申を行うものであります。

なお、当社は2021年12月17日開催の第30回定時株主総会の決議により、監査等委員会設置会社へ移行後の取締役の報酬限度額について、以

下の通り決議いただいております。

　・取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、年額280,000千円以内（うち社外取締役分は年額20,000千円以内。ただし、使用人

　　分の給与は含まない）。

　・監査等委員である取締役の報酬限度額は、年額90,000千円以内。また、金銭報酬枠とは別枠で、取締役（監査等委員である取締役及び社外

　　取締役を除く）に対する譲渡制限付株式報酬の限度額を年額80,000千円以内。当該譲渡制限付株式報酬に係る付与株式数の上限は、年

　　65,000株以内。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

a.基本方針

　当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。以下同じ）の報酬は、企業価値の持続的向上を図るインセンティブとして十分に機能するような

報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とし、具体的には固定報酬としての基

本報酬、非金銭報酬としての株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み基本報酬のみを支払うこととする。

b.基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　当社の取締役の基本報酬は金銭報酬とし、原則として各取締役の役位または役割に基づき総合的に勘案したうえで決定するものとする。

c.非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針（報酬を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　非金銭報酬等は、当社の中長期的な企業価値、ひいては株主価値の持続的な向上を図る報酬構成とするため、譲渡制限付株式とする。譲渡

制限付株式は対象取締役の職務執行開始日から1ヶ月を経過する日までになされる取締役会決議により付与し、その付与数は役位に応じて決定

する。また、譲渡制限期間は払込期日から当社の取締役の地位を退任するまでとし、当社の取締役会が定める期間、継続して取締役の地位にあ

ることを条件に譲渡制限を解除する。

d.基本報酬の額、または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　当社は取締役の報酬について、客観性及び透明性を確保するため、任意の諮問委員会として議長が独立社外取締役かつ過半数が独立社外取

締役で構成される指名・報酬委員会を設置しており、取締役の種類別の報酬割合については当該指名・報酬委員会において、各事業年度の業績

、会社の報酬割合の妥当性について評価、検討を行うものとする。取締役会は、指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、取締役の個人報酬の内

容を検討することとする。

e.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬等のうち基本報酬については、株主総会で決議された限度額の範囲内において、代表取締役社長兼会長がその具体的内容につ

いて取締役会から委任を受けるものとし、代表取締役社長兼会長は、取締役の役位、在任年数に応じて定められた報酬基準により策定した報酬

案について、任意の諮問委員会として議長が独立社外取締役かつ過半数が独立社外取締役で構成される指名・報酬委員会に諮問し、その意見・

助言を踏まえて、各取締役の個人別の報酬額を決定する。



　個人別の報酬等のうち非金銭報酬については、株主総会で決議された限度額の範囲内において、代表取締役社長兼会長が取締役会において

定めた役員株式報酬規程に基づき、指名・報酬委員会に諮問し、その意見・助言を踏まえて、各取締役の個人別の割当株式数を決定する。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役については、取締役会における適切な議論や意思決定を実施できるように必要に応じて経営企画課の人員が情報提供等を行って

おります。なお、監査等委員である社外取締役の職務を補助すべき従業員には、必要に応じて経営企画課の人員が当たることとしております。

　また、常勤監査等委員は社内における主要会議への出席又は担当取締役より会議内容の報告を受け、各種資料の収集を行い、必要に応じて

非常勤監査等委員への連絡及び協議を行っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 ― 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）取締役会は原則として毎月１回開催しており、必要に応じ臨時取締役会を適宜開催しております。取締役会では、経営上の意思決定機関とし

　　 て、法令及び定款に定められた事項、並びに重要な業務に関する事項などを決議しております。この他に、取締役会に付議及び報告される

　　 事項につき十分な審議及び議論を実施するための会議体として、当社の常勤取締役、事業責任者等で構成される経営会議を毎週１回開催し

　　 職務権限規程等諸規程に基づき、経営の方向性等に関する議論及び業務執行における重要課題の審議を行っております。

（２）監査等委員会は原則として毎月１回開催しております。当社の監査等委員である取締役の過半は社外取締役とし、 各監査等委員の独立性

　　 及び透明性を確保しております。また、当社の監査等委員は、内部監査室及び監査法人と必要に応じ、意見・情報交換を行っており、監査等

　　 委員の職務遂行に必要な調査・情報収集等の事項を監査等委員の判断で実施しております。さらに監査の実効性を確保するため、取締役会

　　 に出席するほか、当社の代表取締役社長及び取締役との意見交換や監査において必要な社内会議への出席等をしております。

（３）当社は、会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査をEY新日本有限責任監査法人に委嘱しており、それに基づく報酬を

　　 支払っております。当該監査法人及び当社監査に従事する当該監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。

　　 2021年９月期における会計監査体制については、以下のとおりであります。

EY新日本有限責任監査法人

　・業務執行をした公認会計士

　　 　指定有限責任社員　業務執行社員　入江秀雄

　　　 指定有限責任社員　業務執行社員　芳野博之

　 なお、継続監査年数は全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　・監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　６名、その他　９名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、取締役会の監督機能を強化し、コーポレートガバナンスを強化することにより、経営の透明性を一層向上させるとともに意思決定のさら
なる迅速化を可能とするため、2021年12月17日開催の第30回定時株主総会の決議により、監査役設置会社から監査等委員会設置会社へ移行
いたしました。

　当社は、経営に精通している社外取締役が独立・公正な立場から当社の業務執行を監督し、企業経営に関する豊富な経験と幅広い知見を持っ
た常勤監査等委員及び専門的な知識・経験を有する社外監査等委員が会計監査人及び内部監査部門と連携して監査を実施しており、これらによ
り当社の業務の適正が担保されていると考え現在の体制を選択しています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主が議案について充分ご検討いただく時間を確保することを目的として、招集通知の発

送時期を総会日の約３週間前にしております。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は、他社の株主総会が集中すると見込まれる日を避け、多くの株主にご出席いただ

きやすい日を設定しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

当社は、議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
株主総会招集通知の英訳版（要約）を作成のうえ、TDnetと当社ウェブサイトにおいて掲載

しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社ウェブサイトにディスクロージャーポリシーを掲載し、基本姿勢や開示方法
、沈黙期間等について記載しております。

詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。

https://cdc.type.jp/company/governance/

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年２回（５月及び11月を予定）開催しています。 なし

IR資料のホームページ掲載
IR資料に関しては、当社ウェブサイトにて決算情報、その他適時開示資料等を
掲載しております。

https://cdc.type.jp/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画課にてIRを担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

情報開示方針を当社ウェブサイトに掲載しております。

https://cdc.type.jp/company/governance/

その他

・女性の活躍推進について

　当社ではこれまで、年齢や性別に関わらずすべての社員が活躍することができるよう、育
児との両立支援やキャリア開発などに取り組んで参りました。その結果、全社員の中で女
性社員の占める割合は50％となり、時短勤務で働く社員の割合は6.9％となりました。

　また管理職における女性社員の割合は40%（2021年９月末現在）となっております。2018
年２月には、厚生労働大臣より「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性
活躍推進法）」に基づく「えるぼし」に認定され、最高位（３段階目）を取得いたしました。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況



（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　 当社は、役職員の行動規範として「企業倫理に関する方針」を策定し、高い倫理性とコンプライアンス意識を持った行動の実践に努めておりま

　　 す。また、当社は、「内部統制システムに係る基本方針」に掲げた体制を整備しており、毎年内部統制の計画に沿って、その進捗状況及び内

　　 部統制システムの運用上見出された問題点等の是正・改善状況並びに必要に応じて講じられた再発防止策への取組み状況を報告し、運用

　　 状況についてモニタリングを行っております。その結果を取締役会へ報告することにより、適切な内部統制システムの構築・運用に努めており

　　 ます。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、情報の内容に応じて保存及び管理の責任部署を社内規程において定めておりま

　　 す。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　 当社の継続的な成長を可能とするため、想定される企業リスクに迅速且つ適切に対処するリスク管理体制について社内規定に定め、適切に

　　 運用しております。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　 当社の取締役会は経営上の意思決定機関として、法令及び定款に定められた事項、並びに重要な業務に関する事項などを決議しております

　　 。また、取締役会に付議及び報告される事項につき十分な審議及び議論を実施するための会議体として経営会議を開催しております。

（５）監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　 監査等委員の日常における職務を補助すべき使用人については、必要に応じて経営企画課の人員が行うこととしており、その必要が恒常的

　　 に生じた場合には「監査等委員会事務局」を本格的に設置し、人員の配置を行うこととしております。

（６）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　 監査等委員は、監査等委員の職務を補助すべき使用人に必要な業務を命じることができるものとします。なお、監査等委員会より監査に必要

　　 な命令を受けた使用人は、業務遂行にあたり、取締役、内部監査室長、管理部門内各管理者等の指揮命令を受けないものとし、当該使用人

　　 の人事異動については、事前に監査等委員会と協議した上で、監査等委員会の意向を尊重いたします。

（７）取締役及び使用人並びにその他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員に報告するための

　　 体制及びその他の監査等委員への報告に関する体制

　　 当社の取締役及び使用人は、法定の報告事項のみならず、当社に重大な影響を及ぼす事実を知った場合には、速やかに各監査等委員に報

　　 告することとしております。また、監査等委員はいつでも必要に応じて当社の取締役及び使用人に対して報告を求めることができます。

（８）監査等委員への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　　 当社は、内部通報制度等（当社監査等委員等への報告も含む）を通じて報告を行った当社使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不

　　 当な取扱いを行いません。

（９）監査等委員の職務執行のための費用又は債務の処理に関する方針に関する事項

　　 当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求した際は、そ

　　 の費用等が監査等委員の職務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、速やかにこれに応じるものとします。

（10）その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　監査等委員の過半は社外監査等委員とし、各監査等委員の独立性及び透明性を確保いたします。また、監査等委員は、内部監査室及び監

　　　査法人と必要に応じ、意見・情報交換を行うことができ、監査等委員の職務遂行に必要な調査・情報収集等の事項を監査等委員の判断で実

　　　施できるものとします。さらに、監査の実効性を確保するため、取締役又は監査法人との意見交換、監査において必要な社内会議への出席

　　　等、監査等委員監査の環境整備に努めます。

（11）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　　　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは、一切の関係を遮断し、毅然とした姿勢で対応いたします。また、主

　　　管部署を経営企画課とし、所轄警察署や特殊暴力防止に関する地域協議会等から関連情報を収集し不測の事態に備えるとともに、事態発

　　　生時には外部機関と連携し、組織的に対処いたします。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　　 当社は、いかなる場合においても、反社会的勢力に対し金銭その他の経済的利益を提供しないことを基本方針としております。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

　　 当社は、反社会的勢力による民事介入暴力への対応を当社規程として定めるとともに、警察等の外部専門機関との連携体制を構築すること

　　 によって、反社会的勢力との関係排除に努めております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は、投資者の投資判断に重要な影響を与える事実については、情報を迅速かつ公平に開示することを基本とし、情報の適時開示を行う体制

を整えております。

（１）決定事実は、取締役会において承認の後、情報取扱責任者が経営企画課に開示の指示を行い、速やかに公表いたします。

（２）発生事実（リスク情報を含む）は、関連部署が発生を認識した時点で速やかに代表取締役社長兼会長に報告がなされ、開示の検討及び判定

　　 を行い、開示が必要な発生事実に関しては情報取扱責任者に開示の指示がなされ、経営企画課にて速やかに開示する体制としております。



（３）決算関連情報は、四半期を含む決算内容及び業績・配当予想の修正等の情報を、経理課及び経営企画課が原案を取りまとめて報告を取締

　　 役会に諮り、その承認を経て情報取扱責任者に対して指示がなされた後に、経理課及び経営企画課にて速やかに開示する体制としておりま

　　 す。




